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第 3 章 
建設産業を 
取り巻く現状 

 

 

この章では、建設就業者数の状況や労働環境、 

関係法令の改正など 

建設産業を取り巻く現状について示します。 
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１．建設投資・建設就業者数・建設業許可業者数の推移 

 

【全国】 

「全国の建設投資額」は、ピーク時（1992（H4）年度）の約 84 兆円から 2010（H22）年度の

約 42 兆円まで落ち込みましたが、その後、増加に転じ、近年は、「防災・減災、国土強靭化」等の

取組により 2023（R5）年度には 2010（H22）年度と比べて約 1.7 倍の約 70 兆円になり、増加

傾向が続いています。 

「全国の建設業許可者数」は、ピーク時（1999（H11）年度末）の約 60 万業者から 2022（R4）

年度末には約 21％減の約 48 万業者となっており、2012（H24）年度以降、横ばい傾向となっ

ています。 

「全国の建設業就業者数」は、ピーク時（1997（H9）年平均）の 685 万人から 2023（R5）年

には約 30％減の 483 万人となっており、ピーク時から減少傾向が続いています。 

 

 

全国建設投資・建設就業者数・建設業許可業者数（国土交通省の公表資料） 
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【道内】 

「道内の建設投資額」は、1993 年度の約 4.8 兆円をピークとして、2010 年度の約 2.1 兆円

まで減少しましたが、2022 年度は約 3.0 兆円まで増加しており、近年は安定して推移していま

す。 

「道内の建設業許可業者数」は、ピークであった 1999 年度の 26,076 社に対し、2022 年度

は 19,423 社（約 74％）であるが、近年は横ばいで推移している。 

「道内の建設業の就業者数」は、1995～1997 年度の約 35 万人をピークに減少傾向にあり、

2022 年度にはピーク時から 37％減の約 22 万人と全国より速いペースで減少しています。 

 

 

道内建設投資額・就業者数・建設業許可業者数 

 

出典：国土交通省「建設総合統計年度報」、総務省「労働力調査」 
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【市内】 

「札幌市の建設費（当初予算）」は、2015 年度から 2024 年度までに約 1.5 倍の 2,437 億

円に増加しており、今後も、社会基盤の整備・維持や市有建築物10の老朽化対策のほか、都市の

リニューアルに関する事業のため、高い状況が続く見込みとなっています。 

 

札幌市建設費の当初予算（出典：札幌市の予算概要） 

 

 

「市内の建設業就業者数」は、建設業では2000年の101,667人から2020年には67,670

人まで 33,997 人（33.4％）減少と、この 10 年間は全国や全道より早いペースで減少していま

す。また、土木建築サービス業では、2000 年の 15,362 人から 2020 年には 11,540 人まで

3,822 人（24.9％）減少しています。 

札幌市の産業別就業者数 

（出典：国勢調査「抽出詳細集計（就業者の産業）」） 
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２．従事者の年齢構成 

 

【全国】 

「全国の建設業従事者」は、2023 年時点で 55 歳以上の割合が 35%を超えている一方で、29

歳以下の割合は約 1 割と、全産業と比べても高齢化が深刻化しています。 

 

建設従事者（全国）の年齢構成（出典：総務省「労働力調査」）※2011 年は欠測 

 

 

【道内】 

「道内の建設業者」は、2004 年以前は、55 歳以上が 30%以下、29 歳以下が 15%以上で

推移していましたが、近年は更に 55 歳以上の割合が増加するとともに、29 歳以下の減少が進

行しており、2023 年には 55 歳以上が約 42.9%、29 歳以下が 9.5%と、全国より高齢化が

深刻化しています。 

 

道内の建設従事者の年齢構成（出典：総務省「労働力調査」） 
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【市内】 

「市内建設業就業者」は、55 歳以上の就業者割合（男女合計）が 2005 年の 29.92％から

2020 年の 41.72％まで 10％以上増加している一方で、29 歳以下の就業者割合（男女合計）

は、2005 年の 13.01％から 2020 年の 8.76％まで約 4％減少しており、高齢化が深刻化し

ています。 

 

市内建設業の男女別年齢別就業者割合 

（出典：国勢調査「抽出詳細集計（就業者の産業）」）  
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３．市内建設業の人材確保状況 

 

（1）有効求人倍率 

「札幌圏の建設に関する職業の有効求人倍率」は、全職業の倍率が 1.0 倍前後となっている

のに対して、近年は 3.0 倍を超える状況で推移し、2023 年は 4.02 倍となるなど、慢性的に人

材が不足している状況です。 

 

札幌圏の建設に関する職業の有効求人倍率 

（出典：北海道労働局「各種統計情報」） 

  

※日本標準職業分類における職業名 

 

（2）市内企業の必要人材の確保状況 

「人材募集に対して必要人数を確保できている企業」は、建設企業では約１割、建設関連企業

では 1 割以下の状況となっており、募集しても「応募がない」という回答も多くなっています。 

 

人材募集の結果（出典：札幌市「企業アンケート（2022 年度）」） 
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（3）離職者数の推移 

 【建設企業】 

「建設企業における離職者数」は、年々増加しており、2016年度から2022年度までに約2.8

倍となっています。 

 

建設企業における年度別年齢構成別離職者数 

(出典：札幌市「企業アンケート」) 

 

 

 【建設関連企業】 

「建設関連企業における離職者数」は、年々増加しており、2016 年度から 2022 年度までに

約 2.3 倍となっています。 

 

建設関連企業における年度別年齢構成別の離職者数 

（出典：札幌市「企業アンケート」） 

 

※企業アンケートを基に、100 社当りの換算数を算出  
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４．市発注工事の不調件数 

 

「札幌市発注工事の不調件数」は、2023 年度には 111 件（不調・不落率 9.1%）の不調が発生

するなど、2022 年度以降増加しており、今後、インフラ整備や更新が計画どおり進まなくなること

が懸念されます。 

 

札幌市発注工事における入札不調件数 

 

 

2023 年 9 月に開始された大型の半導体製造工場（千歳市）の建設や関連事業に伴い、今後の

道央圏の建設企業の技術者不足が一層進行する恐れがあります。 

 

 

半導体製造工場（千歳市）の建設状況（写真提供：北海道建設新聞社） 
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５．市内建設企業の経営状況 

 

（1）事業所数 

「市内建設業の事業所数」は、2009 年から 2016 年まで減少が続いています。 

 

市内建設業の事業所数（出典：経済産業省「経済センサス」） 

  

     ※2021 年は、調査方法が変更となったことから、参考値として掲載。 

 

（2）倒産件数 

「市内建設企業の倒産件数」は、2008 年以降減少傾向が続き、2021 年には 8 社まで減少し

ましたが、2023 年は増加に転じており、2023 年は 2021 年と比べ 3.4 倍の 27 社となってい

ます。 

 

市内建設業の倒産件数（出典：帝国データバンク） 

 

   ※会社更生法、民事再生法、破産法、特別清算による負債額 1,000 万円以上の法的整

理が対象。 
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（3）建設企業の経営状況 

「石狩管内の建設企業の売上高営業利益率※」は、2016 年以降３％程度で推移しており、

2022 年は 2.7％となっています。 

 

売上高営業利益率（出典：北海道建設業信用保証（株）「統計情報」） 

 
※売上高営業利益率とは、経営状況の評価指標の一つであり、会社の本業からあげた利益である

「営業利益」の売上高に対する割合を示した指標 
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６．公共労務単価の推移 

 

「公共工事の設計労務単価」は、2013（H25）年度以降 12 年連続上昇しており、2024(R6)年

度には 2012（H24）年度と比べ約 1.8 倍の 23,600 円となっています。 

 

公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移（出典：国土交通省の公表資料） 

 

 

「設計業務委託の設計労務単価」は、2013（H25）年度以降 12 年連続上昇しており、2024

（R6)年度には 2012（H24）年度と比べ約 1.5 倍の 46,880 円となっています。 

 

設計業務委託等技術者単価 全職種単純平均値の推移（出典：国土交通省の公表資料） 
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７．市内工事における事故発生状況 

 

【全国】 

「建設業の業種別災害発生状況」は、年々減少しており、2023 年には 2012 年の 17,073

件と比べて 15.6％減の 14,414 件となっています。 

 

業種別死亡災害発生状況（死傷災害）全国（出典：厚生労働省） 

 

 

【札幌圏】 

「札幌圏の労働災害（休業+死亡）の発生件数」は、全産業が増加傾向にある中、300 件程度

で推移しています。 

※2022（R4）年の全産業の件数増加は、新型コロナウィルスの影響と想定されます。 

 

労働災害の推移（休業+死亡）札幌中央署+札幌東署 

（出典：北海道労働基準監督署「業種別労働災害発生状況」） 
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８．生産性向上の取組（i-Construction11及びインフラ DX12の動向） 

 

（1）国の取組状況 

①i-Construction・ICT13活用の推進 

国土交通省では、建設現場の生産性向上を目指し「i-Construction」を推進しており、その

トップランナーの一つとして、ＩＣ

Ｔ施工に取り組んでいます。ＩＣ

Ｔ施工は、「３次元起工測量」「３

次元設計データ作成」「ＩＣＴ建

設機械による施工」「３次元出

来形管理等の施工管理」「３次

元データの納品」の５つのステ

ップにおいて、ＩＣＴ技術を活用

するものであり、その導入に向

けて、国土交通省では基準類

を年々拡充しており、2022 年

には小規模工事への拡大を行

っています。 

＜i-Construction2.0＞ 

国土交通省では、i-Construction の取組を加速し、建設現場における更なる省人化に取り

組むため、2024 年に「i-Construction2.0」を取りまとめました。i-Construction2.0 では、

建設現場のオートメーション化等を推進し、2040 年度までに省人化 3 割、生産性 1.5 倍を目標

としています。 

i-Construction 2.0（建設現場のオートメーション化）（出典：国土交通省の公表資料） 

  

ＩＣＴ施工に関する基準類（出典：国土交通省の公表資料） 
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②インフラ分野におけるＤＸ推進 

国土交通省では、i-Construction の取組みを中核に、データとデジタル技術を活用し、業務

そのものや組織、プロセス、文化や風土、働き方の変革に向けて、取組や具体的な工程等をまと

めた「インフラ分野のＤＸアクションプラン」を 2022 年 3 月に策定しました。 

取組の目的（インフラ分野のＤＸアクションプラン）（出典：国土交通省の公表資料） 

 

 

また、分野網羅的、組織横断的な取組により DX を更に加速化させるため、「インフラの作り方

の変革」、「インフラの使い方の変革」、「データの活かし方の変革」の３つの柱と、デジタル技術別

で個別施策を分類した「インフラ DX マップ」等により、取組を深化させるため、アクションプラン

のネクストステージとして「インフラ分野のＤＸアクションプラン（第２版）」を 2023 年 8 月に策定

しました。 

インフラ分野の DX アクションプラン第 2 版における 3 分野（出典：国土交通省の公表資料） 
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（2）市発注工事における取組状況 

①ＩＣＴ施工 

札幌市における「ＩＣＴ活用工事14の発注」は、2017 年度に開始し、国土交通省の取組状況等に合

わせて工種を拡大しながら、発注件数を増やしてきましたが、実際にＩＣＴ施工を行った件数は約６割

で適用範囲も限定的です。 

 

ICT 活用工事の発注件数 

工種 2017 年度～ 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

ICT 土工      

ICT 地盤改良工      

ICT 舗装工（修繕工）      

ICT 舗装工（下層路盤工）      

ICT 土工（1,000m3 以下）      

発注件数（合計） － 15 件 26 件 30 件 53 件 

うち実施件数※（合計） － 9 件 20 件 18 件 30 件 

  ※3 次元起工測量、3 次元設計データ作成、ICT 建機施工、3 次元出来形管理等、3 次元デ

ータの納品のいずれかを実施した件数 

 

2022 年時点の市内建設企業のＩＣＴ経験割合は、約 2 割と一部に留まっており、工事現場におけるＩ

ＣＴ活用の普及が進んでいない状況です。 

 

ＩＣＴの施工経験（企業アンケート（2022 年度）） 

 

 

②遠隔臨場及び ASP（工事情報共有システム） 

インフラ分野のＤＸアクションプラン等においては、デジタル技術を活用した生産性向上に向け、

遠隔臨場による円滑な現場確認や ASP の活用による協議の迅速化を図ることとしています。 

札幌市の発注工事における「遠隔臨場の活用」は、2020 年から試行導入を開始し、土木工事

を中心に活用を拡大しており、「ASP（工事情報共有システム）の活用」は、2020 年から受注者

の希望に応じた取組を開始し、建築工事を中心に活用が拡大しています。  
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９．関係法令 

 

（1）担い手三法 

「担い手三法」は、2014 年に品確法15・建設業法16・入契法17を一体的に改正し、建設業の担い

手の中長期的な育成と確保に向け、基本理念や具体的措置を規定した法律です。 

その後、2019 年には、働き方改革の推進や生産性向上への取組、災害時の緊急対応の強化等

に関する一体的な改正が行われました。 

さらに、2024 年には、インフラ整備の担い手・地域の守り手である建設業等がその役割を果た

し続けられるよう、担い手確保・生産性向上・地域における対応力強化を目的として、新たに一体改

正（下図）が行われました。 

 

第三次・担い手３法（2024 年改正）の全体像（出典：国土交通省の公表資料） 

 

 ・品確法（令和６年６月７日成立、６月 14 日公布・施行） 

 ・建設業法及び入契法（令和６年６月７日成立、６月 14日公布） 
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（2）働き方改革関連法 

「働き方改革関連法」は、労働基準法や労働安全衛生法など、就業者の働きやすい労働環境の

整備に関係する法律であり、2018 年に公布され、順次施行されています。 

労働基準法に関する主な改正内容としては、以下のようなものがあります。 

 

働き方改革関連法の主な改正内容 

名称 対応条号等 施行時期 

時間外労働の上限規制18 

※建設業は、2024.4 から全面適用 

法第 36 条 

法第 139～142 条 
2019.4～ 

フレックスタイム制の拡充 法第 32 条の３ 2019.4～ 

年５日の年次有給休暇の確実な取得 法第 39 条 2019.4～ 

労働条件の明示の方法 労基則第５条第４項関係 2019.4～ 

月 60 時間超の時間外労働に対する割増賃

金率引上げ 

法第 138 条 
2023.4～ 

※働き方改革関連法は、上表の他にも適宜改正が行われています。 

 

（3）育成就労制度（入管法、育成就労法） 

「育成就労制度」は、外国人技能実習制度を解消し、就労を通じた人材育成及び人材確保を目

的として、入管法や育成就労法に基づき、新たな在留資格として創設される制度です。 

育成就労制度は、建設業を含めた人手不足分野の対応策の一つとなり得ることから、今後も国

の動きを注視していく必要があります。 

 

（出典：出入国在留管理庁ホームページ）  
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10．市内建設企業アンケートの結果 

 

担い手確保等の取組に関する企業の状況やニーズを把握するため、前プラン策定以降、毎年、

市内建設企業へのアンケートを実施しています。 

市内企業の実態としても、人材の確保に苦慮しており、生産性向上に向けても課題が多い状況

にあります。 

 

（1）担い手確保・育成に関係する質問 

○採用時に求める経歴（企業アンケート（2022 年度）） 

 

 

〇「人材確保」や「離職防止」のために必要と考える取組（企業アンケート（2022 年度）） 

 

  

73.9%
72.7%

63.6%
44.2%

16.1%
14.8%

19.4%
2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賃金、賞与のアップ
休日の確保（週休２日）

時間外労働の短縮
育成制度の充実

同年代や同性職員の確保や会社を越えたつながり
入職前に行う業務の紹介

建設キャリアアップシステム（CCUS）の導入
その他

人材活用に必要な取り組み(複数回答)（建設企業）

【回答:242社】

80.3%
68.8%

78.6%
50.8%

27.8%
19.6%

9.8%
1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賃金、賞与のアップ
休日の確保（週休２日）

時間外労働の短縮
育成制度の充実

同年代や同性職員の確保や会社を越えたつながり
入職前に行う業務の紹介

その他
該当なし

人材活用に必要な取り組み(複数回答)（建設関連企業）

【回答:61社】

同業種の経験者を求める
企業が多い 

専門課程を専攻した新卒者や同業
種の経験者を求める企業が多い 

賃金や休日、時間外労働の
改善を選択する企業が多い 

賃金や休日、時間外労働の
改善を選択する企業が多い 
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〇インターンシップの受入または拡大に関する課題（企業アンケート（2023 年度）） 

 

 

（2）外国人材受け入れに関係する質問 

 

 

  

 

 

〇外国人材の受け入れに向けた課題（企業アンケート（2023 年度）） 

  

 

35社

49社

36社

39社

73社

20社

0 10 20 30 40 50 60 70 80

受け入れ方法が分からない

受け入れを始めたいが、募集先となる学校等とのつながりがない

受入拡大を考えているが、新たな募集先となる学校等が見つからない

普通科の学生を受け入れたいが、募集先となる学校等が見つからない

対応人員や費用面での負担が大きい

その他

インターンシップの受入または拡大に関する課題(複数回答)（建設企業）
(社)

【回答:218社】

9社

20社

12社

7社

37社

10社

0 5 10 15 20 25 30 35 40

受け入れ方法が分からない

受け入れを始めたいが、募集先となる学校等とのつながりがない

受入拡大を考えているが、新たな募集先となる学校等が見つからない

普通科の学生を受け入れたいが、募集先となる学校等が見つからない

対応人員や費用面での負担が大きい

その他

インターンシップの受入または拡大に関する課題(複数回答)（建設関連企業） (社)

【回答:105社】

30社

31社

128社

106社

114社

15社

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

募集方法が分からない

受け入れに必要な手続きが分からない

言語の違いによるコミュニケーションに不安がある

文化の違いによるコミュニケーションに不安がある

一定期間で帰国する可能性があるため活用しづらい

その他

外国人材の受入に向けた課題(複数回答)（建設企業） (社)

【回答:218社】

人員や費用を課題
とする企業が多い 

人員や費用を
課題とする企
業が多い 

外国人を受け入れて
いる企業は約１割 

今後、外国人の受け入れを
考えている企業は約２割 

〇外国人材の受入状況 
（企業アンケート（2023 年度）） 

〇今後の貴社の考え 
（企業アンケート（2023 年度）） 

コミュニケー
ションへの不
安や一定期間
での帰国を課
題とする企業

が多い 
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（3）生産性向上の取組に関係する質問 

〇今後必要と考える「生産性向上に関する取組」（企業アンケート（2022 年度）） 

 

 

〇提出書類の簡素化の検討に向けて必要と考えている内容（企業アンケート（2023 年度）） 

 
  

71社
44社

29社
60社

114社
44社

168社
184社

8社
11社

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

ＩＣＴ施工の活用
ＢＩＭ/ＣＩＭの活用

プレキャスト製品の活用
遠隔臨場の活用

工事における施工協議等の円滑化
ＡＳＰ（工事情報共有システム）の活用

提出書類の簡素化
自社職員の能力向上（育成）

その他
特に考えていない

今後必要と考える「生産性向上」に関する取組(複数回答)（建設企業）
(社)

28社

34社

32社

43社

18社

54社

2社

0社

0 10 20 30 40 50 60

ＩＣＴの導入

ＢＩＭ/ＣＩＭの活用

テレワークの導入

ウェブ会議システムの活用（打合せや完了検査を含む）

業務における施工協議等の円滑化

自社職員の能力向上（育成）

その他

特に考えていない

今後必要と考える「生産性向上」に関する取組(複数回答)（建設関連企業）
(社)

【回答:61社】

【回答：242 社】 

提出書類の簡素化や自社職員の育成
が必要と考える企業が多い 

WEB 会議の活用や自社職員の育成
が必要と考える企業が多い 

提出書類の電子化が必
要と考える企業が多い 

提出書類の電子化が必
要と考える企業が多い 
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（4）施工時期の平準化に関係する質問 

 

  

 

 

（5）建設キャリアアップシステム（CCUS）の導入に関する質問 

〇取組状況（企業アンケート（2022 年度）） 

 

  

民間工事の影響がある
と答えた企業が多い 

CCUS に取組
んでいる企業
は 14.9％ 

〇取組の効果 
（企業アンケート（2022 年度）） 

〇平準化につながらない理由 
（企業アンケート（2022 年度）） 
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11．建設業界団体からの意見 

◆さっぽろ建設産業活性化推進協議会の構成員（各建設業界団体）から出された主な意見 

１．担い手の確保 

・普通学科の学生に対するＰＲは重要である 

・進路が決まっていない高校生を工学部または工学系の大学に誘導するべき 

・各種団体と協働したＰＲ活動を行うべき 

・インターンシップについて、１日単位やリモートで気軽に参加できる仕組みも必要 

・建設ディレクターの活用を推進すべき 

・小・中・高校生などに格好いいと思ってもらえる取組の発信は重要 

・専門教育機関や事業内訓練機関への支援の検討 

・3K の業界イメージの改善に関する具体的な内容や目指すべきイメージを盛り込むべき 

・女性や若者、他分野の方、外国人といった多様な人材が増えることを将来像として設定すべき 

･今の入職者は、入職後に作業に必要な中型免許を取得しているため、免許取得に関する助成制

度があると大変助かる 

･担い手確保に向け、建設業の役割のほか、休日確保など労働環境の改善をもっと PR するべき 

 

２．労働環境の改善 

・今の学生は、とにかく休みを重要視している 

・他業種が輻輳する工事における週休２日の確保のためには、民間発注も札幌市発注も、工程管

理をしっかりしてもらいたい。 

・建設業の休日確保について、市民の理解を促す取組が必要 

・限られた人員の中で業務を実施するためには、履行期限の分散や平準化が必要 

・女性の活躍促進に向けて、育児や介護等のライフイベントに対応した柔軟的な勤務体制が必要 

・適切（妥当）な賃金水準では足りず、他産業と比べて高くしなければ人は集まらない 

・週休 2 日の目標として、休日が土・日であることが分かる表現が望ましい 

 

３．生産性向上（作業の省力化・効率化） 

・独自でＩＣＴの教育を受けている会社があるが、協会でも研修機会を作ることが必要 

・建築設計においてＢＩＭ導入を検討すべき 

・働き方改革を推進するためには、書類整理にかかる時間の改善が必要 

・書類作成の負担軽減の前に、書類の削減が必要 

・大量の書類作成が必要ないように工事成績の評定方法を見直すことが必要 

・工事現場の時間外縮減に向けては、書類作成を専門に行う人員を配置することが必要 

・書類作成を専門に行う人員の打ち合わせへの同席ついて発注者の理解が必要 

・様々なサポートをしている会社の事例を知ることのできるセミナーの開催 

・ＡＳＰについては、契約から竣工まで全て対応したシステムの構築が必要 

・ＡＳＰの導入効果に関する検証が必要 
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・ICT や BIM／CIM 等の活用に関するサポートセンターの設置やアドバイザー制度などの体制の

構築が必要 

・ICT の導入は、将来的な体制維持のため必要と考えているが、導入コストの負担が大きいため、

助成制度の継続や積算上の考慮が必要 

 

４．企業経営の安定化 

・企業経営の安定や人材育成のためには、安定した受注量の確保が重要 

・工事における企業の技術力や実績を評価する発注方式の活用が必要 

・総合評価落札方式から漏れた業者の受注機会確保も必要 

・業務発注における総合評価落札方式やプロポーザル方式の活用拡大が必要 

・事業費が増える理由について市民への説明が必要 

 

５．社会貢献（環境変化への臨機な対応） 

・ゼロカーボンについては、産業全体の魅力という意味でも、しっかり取り組むべき 
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12．市民及び学生アンケートの結果 

 

建設業に対するイメージは、「体力が必要」や「休みが少ない」などといったイメージが高い状況で

す。また、建設業の役割や大工・配管工などといった技能職（専門職）の認知度は高い一方で、技術

職（施工管理）や設計コンサルタントの知名度は低い状況です。 

就職に関する学生の意見としては、給料や勤務時間といった労働条件を重視するほか、体験型

イベントやインターンシップなどへの興味が高い状況です。 

 

（1）市民アンケート ※市民意識調査（2023 年度） 

 〇建設業に対するイメージ 

 

 

 〇知っている建設産業の職業 

 

 

  

75.7%
65.9%

33.8%
31.3%

27.7%
23.0%
22.7%

20.8%
16.6%

12.8%
10.9%

6.7%
5.5%

4.0%
3.3%
2.7%

0% 20% 40% 60% 80%

体力が必要な仕事
職人や専門家が活躍する仕事

休みがない・少ない
地域のために頑張っている会社が多い

ものづくりが好きな人が働く仕事
怖そうな人が多い

スケールの大きな仕事をしている
給料が低い

不安定な会社が多い
長く続いている会社が多い

悪いことをしてそうな会社が多い
優しい人が多い

勉強が嫌いな人が働く仕事
働き方改革が進んでいる会社が多い

無回答
あてはまるものはない

建設会社に対するイメージ

82.1%
77.6%

74.5%
73.9%
73.4%

71.1%
69.6%

66.8%
62.4%

60.5%
53.6%

52.2%
50.6%
50.4%

48.8%
40.5%
39.9%

5.0%
3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

大工
配管工
塗装工
電気工
建築士
測量士
とび工
舗装工

機械運転手
造園工

施工管理
事務職
建具工
営業職

地質調査士
建設コンサルタント（技術士）

ＩＴ技術者
知っているものはない

無回答

知っている建設産業の職業

【回答：2401 人】 

【回答：2401 人】 

良くないイメージ（網掛け項目）を 
持っている市民は 30.1％ 

技能職（専門職）
の知名度が比較的
高い一方、技術職
（施工管理）や建
設コンサルタント
は低い状況 
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（2）学生アンケート ※市民意識調査（2023 年度） 

① 小学生 ※１区１校を抽出し、10校にアンケートを実施 

〇知っている、まちをつくる「建設の仕事」  

 

〇「建設の仕事」を知るためにやってみたいこと 

 

 

② 中学生 ※札幌商工会議所の職業体験授業（2023 年度）に合わせてアンケートを実施 

〇建設業に抱いているイメージ       〇建設業について知りたいこと 

   

  

90.6%

87.2%

81.9%

69.7%

66.3%

65.0%

47.8%

45.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ビルをつくる

道路の雪を機械で除く

道路をつくる

公園をつくる

電気の配線を設置する

建物をデザインする

水道管を埋める

道路の大きさを測る

知っているまちをつくる「建設の仕事」

84.7%

75.0%

60.6%

44.7%

39.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

簡単な作業をしてみたい

機械に乗ってみたい

工事をしている場所を見学したい

動画を見て知りたい

マンガを読み知りたい

「建設の仕事」を知るためにやってみたいこと

80.1%

47.5%

39.8%

24.3%

24.9%

19.9%

21.0%

19.3%

9.4%

5.0%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

体力が必要

休みが少ない

やりがいがある

職種が多い

収入が多い

若い人が活躍している

残業が多い

災害時に活躍

将来性がある

休みが多い

女性が活躍している

建設業に抱いているイメージ

71.8%

78.5%

62.4%

65.7%

53.6%

29.8%

24.3%

19.3%

21.0%

16.0%

23.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職場の雰囲気・人間関係

給料

仕事の具体的な内容

休日、休暇制度

建設業の魅力（仕事のやりが…

業界の現状・課題

業界の将来性

若者や女性の活躍

自分のやりたいことに合った…

研修制度

転勤の有無

建設業について知りたいこと

【回答：320 人】 

【回答：320 人】 

【回答：181 人】 【回答：181 人】 

専門業種の 
認知度が低い 

体験を希望する 
学生が多い 

体力が必要と
いうイメージ

が多い 

職場環境や処
遇に対する意
見が多い 
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③ 高校生  

〇企業から欲しい情報 ※現場見学会（2023 年度）でアンケート 

 

〇機会があったら参加したいイベント ※ジモトのシゴトワク！WORK！（2023 年度）の建設産

業ブースでアンケート 

 

 

④ 大学生 ※現場見学会（2023 年度）においてアンケートを実施 

〇企業を選ぶ条件 

 

〇就職情報の収集先 

 

 

91.7%

91.7%

91.7%

75.0%

70.8%

29.2%

12.5%

12.5%

4.2%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

給料体系

勤務時間

休日等

仕事の内容

仕事に必要な資格

福利厚生

職員の年齢層

職員の男女構成比率

寮の設備

その他

企業から欲しい情報

45.4%

40.7%

27.3%

10.2%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

普段見ることができない工場現場を見学

希望した種類の会社に1日職場体験

複数の会社を少しずつ訪問（見学）

希望した種類の会社に２～３日職場体験

特に参加したいイベントはない

機会があったら「参加したいイベント」

70.00%

36.67%

23.33%

18.33%

18.33%

11.67%

8.33%

1.67%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営状況

仕事の規模が大きい

勤務地が限定的

職員の年齢層バランス

職員の男女バランス

先輩や知り合いがいる

その他

特に理由はない

就職先を選ぶ条件

61.7%

61.7%

61.7%

38.3%

23.3%

21.7%

16.7%

21.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就職情報サイト

各企業のホームページ

インターンシップ

Youtube、SNS

大学のキャリアセンター

簡単な企業訪問

就職イベント

その他

就職情報の収集先

【回答：24 人】 

【回答：216 人】 

【回答：60 人】 

【回答：60 人】 

処遇に関する意見が多い 

現場見学や職場体験の 
意見が多い 

経営状況に関する意見が多い 

インターネットの活用に 
関する意見が多いほか、 
インターンシップも重視 
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